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当行本店 富山市西町ＴＯＹＡＭＡキラリ

｢ＴＯＹＡＭＡキラリ｣は、富山市の市街地再開発
事業に賛同し、「富山市ガラス美術館」や「富山
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当複合ビルの建築設計は、世界的な建築家の
隈研吾氏によるものです。 

【企業概要】
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Company Profile

（2026年3月31日現在）

証券コード 7184（東証プライム）
2016年3月15日：東証第一部上場
2022年4月 4日：プライム市場に区分変更

本店所在地 富山県富山市西町5番1号（TOYAMAキラリ）

設立年月日 1944年10月 1日

資本金 101億82百万円

発行済株式総数 64,309,700株

株主数 9,213名

取締役頭取　野村　　充

専務取締役　桑原　幹也

役員・執行役員 取締役11名、監査役4名、執行役員7名 うち社外取締役4名、社外監査役2名

事業内容 預金・貸出・内国為替・外国為替・商品有価証券売買業務等

従業員数（単体） 616名 嘱託を除く

店舗数 66店（富山56（※）、石川3、新潟3、岐阜2、東京1、大阪1） インターネット支店を含む（※）

外部格付 Ａ（シングルＡフラット）（格付機関：㈱日本格付研究所）
格付の見通し「安定的」→「ポジティブ」に
（2026年1月20日公表）

主要勘定期末残高（単体）

　・預　 金 1兆4,298億円 譲渡性預金を除く

　・貸出金 1兆597億円

　・有価証券 5,330億円

自己資本比率（単体） 11.96%

自己資本比率（連結） 12.30%

富山ファースト・ビジネス㈱ 銀行業務代行

㈱ファーストバンク・キャピタルパートナーズ 投資事業有限責任組合の運営及び管理業務等

富山ファースト・リース㈱ リース業務等

富山ファースト・ディーシー㈱ クレジットカード／信用保証業務等

㈱富山ファイナンス 金銭の貸付業務、有価証券投資業務等

代表者の役職氏名

連結子会社（5社）
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2026年3月期 連結決算の概要

（単体決算の概要）

1 決算サマリー
2026年3月期の業績

1

コア業務純益（除く投資信託解約損益）

経常利益  

当期純利益  

48,513 53,147 4,634

18,959 20,989 2,030

13,354 15,055 1,701

21,380 22,504 1,124

22,826 24,544 1,717
資金利益 22,007 23,587 1,580
役務取引等利益 1,581 1,776 194
その他業務利益 △ 2,208 △ 2,859 △ 650

△ 1,446 △ 2,039 △ 593
(△) 12,764 12,676 △ 87

人件費 (△) 5,888 6,069 180
物件費 (△) 5,729 5,621 △ 107
税　金 (△) 1,146 985 △ 160

8,616 9,827 1,211

10,062 11,867 1,804

9,634 11,236 1,602
(△) ー △ 44 △ 44

8,616 9,872 1,256

10,612 10,434 △ 177

10,405 10,758 352
(△) △ 2 487 490

19,228 20,306 1,078

8 1 △ 6

13,951 14,786 834

経常利益

特別損益

当期純利益

コア業務純益

(除く 投資信託解約損益)

一般貸倒引当金繰入額

業務純益

臨時損益

うち株式等損益

うち不良債権処理額

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

親会社株主に帰属する当期純利益

単 体（百万円） 2025年3月期 2026年3月期

(除く国債等債券損益)

うち国債等債券損益

経費(除く臨時処理分)

前年比

業務粗利益

連 結（百万円） 2025年3月期 2026年3月期 前年比

経常収益

経常利益

１５,０５５百万円（前年度比12.７％増）

親会社に帰属する当期純利益

１１,２３６百万円（前年度比16.６％増）

２０,３０６百万円（前年度比５.６％増）

１４,７８６百万円（前年度比６.０％増）

経費を前年並みに抑えつつ、貸出金利息・有価証券利息配当金が
大幅に増加したこと等により、銀行の本業利益を表すコア業務純
益は、4年連続で過去最高益を更新

コア業務純益の増加に加え、2026年3月期も多額の株式売却益
を計上し増益

連結同様、過去最高益を更新
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1 2 期間利益の考え方
202６年3月期の業績

現在の考え方

これまでの考え方

● 当行は価格変動の大きな有価証券を多く保有しており、期によってある程度利益の振れを許容し、
含み益が大きな時期には翌期の減益を意識し過ぎず、多めの利益を計上する運営を心がける

→ 累計の利益額を上積みすることが可能となり、より充実した株主還元や将来に向けた成長投資を
行うことができる。そのうえで、株主還元については、配当性向35％以上という幅を有効に活用し、
ある程度配当を平準化し、できる限り減配を避ける運営を心がけることが適切と考える

● 「毎期利益が右肩上がりの決算」を重ねていくことが銀行決算の在り方として望ましい

→ 金融市場が活況な中で、有価証券の含み益が積み上がり、株主目線から見てもより多額の
売却益計上が好ましいと思われる期であっても、翌期に達成確実な利益水準に縛られて
思い切った売却益の計上が出来ないという弊害が目立つようになってきていた



６Copyright Ⓒ 2026 FIRST BANK OF TOYAMA, All Rights Reserved.

1 3 コア業務純益の推移
202６年3月期の業績

 貸出金利息・有価証券利息配当金などの資金運用収益の増加

から、銀行の本業であるコア業務純益は過去最高益を更新

 役務手数料は金融商品販売手数料や法人のコンサルティング

  手数料を中心に5年連続の増加

8,060

9,695 10,062

11,867

5,921

8,887

19,228
20,306

4,106
5,204

13,951
14,786

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

コア業務純益 経常利益 当期純利益

コア業務純益・経常利益・当期純利益の推移（百万円）

8,747 9,549 10,547
12,705

9,449
11,106

12,557
14,262

57
162

170

378

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

貸出金利息 有価証券利息 その他

資金運用収益の推移（百万円）

18,254
20,818

23,275

2７,３４６

1,442 1,444 

1,581 

1,776 

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

役務取引等利益の推移（百万円）

コア業務純益

当期純利益

経常利益

+1,804

+834

+1,078

＋208

＋2,158

＋1,705

+4,071

資金運用収益

役務取引等利益

+194
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1 4 貸出金の状況
2026年3月期の業績

 貸出金残高は各セグメントとも増加

 事業性貸出は、地元企業を中心に旺盛な設備資金需要を取り

 込み着実に増加。個人向けでは住宅ローンが増加基調を維持

6,267 6,561 6,820 7,058

2,187
2,361 2,462 2,532

1,092
1,060 956

1,006

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

事業性 個人向け 地公体

貸出金残高の推移（億円）

9,546 9,983 10,239
10,597

3,876 4,058 4,023 3,982

310 301 314 304

2,080 2,202 2,482 2,771

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

中小企業 中堅企業 大企業

事業性貸出金残高の推移（億円）

6,267 6,561 6,820 7,０５８

2,037 2,220 2,323 2,393

138
130 129 129

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

住宅ローン その他ローン

消費者ローン残高の推移（億円）

2,175
2,350 2,452

2,５２３

＋49

＋237

＋70

＋357

貸出金残高

＋288

△9

△41

＋237

事業性貸出金残高

＋69

＋0

＋70

消費者ローン残高
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1 5

202６年3月期の業績

有価証券運用の状況

 有価証券は、長期金利の上昇を受け、低利回りの社債・地方債を売却し、比較的短期の国債へシフト。国内金利・株価等

 の動向を見極め、最適なポートフォリオを構築

 2026年3月末における「その他有価証券評価損益」は898億円と大きく増加

363 357 317

1,318
126 130 131

6

584 670 636

67

1,063
1,401 1,376

1,703
875

1,012
905

9191,279

1,334
1,311

1,315

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

国債 地方債
その他円建債券 株式
外貨建債券 受益証券他

有価証券残高の推移（億円）

4,292

4,906
4,677

5,３３０

208

639

425

898

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

その他有価証券評価損益（億円）

△568

＋1,000

△124

＋327

＋14

＋4 

＋653

有価証券残高



９Copyright Ⓒ 2026 FIRST BANK OF TOYAMA, All Rights Reserved.

1 6 預金・個人預り資産の状況
202６年3月期の業績

  預金は金利上昇を受けて、定期性預金を中心に増加。

  新NISAを含めた資産形成支援を積極的に推進。きめ細かなコンサルティングを徹底した結果、投資信託を中心として

 個人預り資産残高は増加基調を維持

8,345 8,355 8,377 8,414

3,966 4,532 4,656 4,827

178
315 753 1,056

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

個人 一般法人 公金・金融

預金残高の推移（億円）

12,4９０ 13,203
13,７８７

1４,２９８

609 611 586 566

398
495 578

736
24

27
38

62

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

年金保険 投資信託 公共債

個人預り資産残高の推移（億円）

1,032
1,134

1,202

1,３６６

＋36

＋171

＋303

＋511

預金残高

△19

+157

＋24

＋163

個人預り資産残高
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1 7 利回り・利鞘の推移/経費・コアOHRの状況
202６年3月期の業績

 金利上昇局面において、預金利回り上昇が先行するも預貸金利鞘はプラスを堅持。総資金利鞘も上昇

 経費は賃上げに伴い人件費が増加するも、コア業務粗利益の増加により、コアOHRは更に低下

18,254

20,818

23,275

27,346

0.95 0.99 1.05 
1.23 

2.10 

2.68 
2.88 

3.38 

0.09 0.11 0.04 

0.06 

0.42 0.55 0.54 0.63 

△ 0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

資金運用収益 貸出金利回り
有価証券利回り 預貸金利鞘
総資金利鞘

5,447 5,540 5,888 6,069

5,043 5,283
5,729 5,621

779 910
1,146 985

58.30
54.76 55.92

51.65

0.00

20.00

40.00

60.00

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

人件費 物件費 税金 コアOHR

11,270 11,735
12,764 12,６７６

資金運用収益・利回り・利鞘の推移（左軸：百万円、右軸：％） 経費・コアOHRの推移（左軸：百万円、右軸：％）
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1 8 役務利益の動向
202６年3月期の業績

25％
41％

46％
47％

59％75％

59％

54％

53％

41％

2022年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

自行内コンサルティング業務 その他コンサルティング業務

• 法人コンサルティング業務は本部の業務高度化と営業店での業務定着を進め、自行内コ
ンサルティング業務を中心に役務手数料が増加

法人コンサルティング関連手数料の増加が寄与し、法人役務手数料全体では過去最高を更新
ニーズが高い経営計画策定モニタリングや人事関連コンサルティングなどを中心に、個社別にハンドメイドでの支援を実施

個人のお客様には、職域セミナー開催やライフプランシミュレーションの活用により、対面での資産形成コンサルティングを行い、
NISA口座利用・投信顧客数が増加

• 「お客さま本位の業務運営」に基づく営業推進を徹底
• 現役世代の金融リテラシーを高める目的で、職域セミナーを積極的に開催
• 中長期的な投資信託残高の積み上げによるストック収益拡大に向けて、NISA口座を中

心とした投資信託保有顧客数増加を推進

8,409 

10,530 

12,087 
12,639

15,154 

16,992 

18,303 18,749

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

NISA口座数残有り

投資信託保有顧客数

53 

690 

914 
1,097

4 

2,602 

7,090 

9,592

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

セミナー開催件数累計

ライフプランシュミレー

ション登録者数

単位：人 単位：件• 経営計画策定、モニタリング
• 人事コンサル
• 補助金申請支援
• M＆A 他

• ビジネスマッチング
• ファイナンス関連 他

役務手数料収入における内訳推移（法人部門） NISA口座数等の推移と対面でのコンサル機会の推移（個人部門）
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1 9 規模対比で見た当行含み損益指標の位置づけ
202６年3月期の業績

 金利上昇局面の中で、多くの地方銀行では保有する国債等債券に多額の含み損が発生。株式の含み益等を使って

その処理を相当程度終えている上位地銀と含み損の拡大を放置する地銀の二極化が目立つ

 当行は、金利の上昇に先立ち債券ポートを縮小。規模対比で見た含み益は突出しており、リスクテイク、成長投資を

行うための財務基盤は盤石

-1.00%

0.00%

1.00%
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-2.50%

-2.00%

-1.50%

-1.00%

-0.50%

0.00%

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

債
券
の
含
み
損
益
／
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト

（
2
02
5
年
9
月
末
）

リスクアセット（2025年9月末） (単位：10億円）

当行 【債 券】 【その他有価証券評価差額金】

当行

「経営規模（リスクアセット）」と「有価証券含み損益の対株主資本比率」分布状況 （地方銀行決算開示資料より当行にて作成）
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1 開示債権・自己資本比率
202６年3月期の業績

10

 事業再生支援の継続的な取り組み等により、開示債権比率は0.１６ポイント改善

 自己資本比率は上昇。バーゼルⅢ最終化の影響を見込んだ自己資本比率１０％程度の目標水準に向けた歩みは順調

267

294

256
247

2.78%
2.92%

2.48%
2.32%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

220

240

260

280

300

2023/3末 2024/3末 2025/3末 2026/3末

金融再生法開示債権 開示債権比率

8,757
9,274 9,665

10,216

8,576
9,076

9,537
10,080

11.41%
11.10%

12.07%
12.30%

11.29%
11.02%

11.71%
11.96%

7.00%

8.00%

9.00%

10.00%

11.00%

12.00%

13.00%

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

2023/3末 2024/3末 2025/3末 2026/3末

リスクアセット（連） リスクアセット（単）

自己資本比率（連） 自己資本比率（単）
（億円）

（億円）

金融再生法開示債権 自己資本比率・リスクアセット
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1 バーゼルⅢ最終化への対応
202６年3月期の業績

11

9％台半ば

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

2024年３月末 2026年３月末 2030年３月末

バーゼルⅢ完全適用した場合の自己資本比率（単）

9％弱

10％程度

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

２０２５年３月期および２０２６年３月期にて

 有価証券評価益の一部を実現益として計上し

 ２００億円程度を自己資本へ積み上げ

バーゼルⅢ完全適用を想定した場合の自己

 資本比率は９％台半ばまで向上

2024年５月10日決算発表での公表

「銀行に求められる高い健全性と追加的なリスク
 テイク余力を有した資本運営を堅持するための
 最適な資本水準として、自己資本比率10％程度

     を目線として、 今後も資本運営を継続」

※当行はバーゼルⅢ最終化早期適用を実施して
おりません。本表のリスクアセット額は完全適用
を実施したと仮定して簡易算出した額です。

バーゼルⅢ完全適用した場合の自己資本比率（単体）シミュレーション

リスクアセットの増加額 自己資本の増加額 バーゼルⅢを見据えた自己資本比率の増加率

+1,654億円 +290億円 +1.06％

10％

2年間 4年間

12,500

11,146

当行が目指す自己資本比率10％自己資本（右軸）
（億円）

1,000

1,205

1,290

12,800

※ リスクアセットは、簡易計算による推計値

2030年に目標とするバーゼルⅢ完全適用後

 の自己資本比率は、「当初掲げた10％程度」を
 順調に到達できる見込み

リスクアセット（左軸）
（億円）
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２．剰余金処分
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2 1 株主への利益配当（案）
剰余金処分

基本方針 高い健全性と最適な資本水準とのバランスを考慮し、かつ安定的な配当の継続

● 配当性向35％以上 着実に利益水準を高めることにより、１株あたり配当金の増加を目指す

● 柔軟かつ機動的な自己株式の取得 業績・自己資本の状況、成長投資の機会などを勘案したうえで実施

株主還元方針

（２０２５年４月25日公表）

当初公表
［予想］

２０円

うち80周年記念

配当３円を含む

配当実績と予想

年間配当額

２５円

３６円

８４円

26/5/12公表
［予定］

昨年４月に変更し公表した株主還元方針

（配当性向35％以上）に基づき、年間配当

 額は８４円を計画

 （2025年3月期対比 2.5倍の大幅増配）

（円）

３４円
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2 2 自己株式の取得及び消却
剰余金処分

● ２００万株、5０億円規模の自己株式取得を実施

取得種類の株式 普通株式

取得株式の総数
2,０00,000株
発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合：
３.１８％

取得価額の総額 ５,012,306,5００円

取得期間 202６年５月１３日 ～ 202６年５月１５日

取得方法
自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）
を含む市場買付

自己株式の取得（202６年５月１８日公表）

● 現状保有する自己株式の一部を消却

株式の種類 普通株式

消却予定日 2026年5月29日

自己株式保有数 １,459,００５株（2026年３月31日時点）

消却予定株数
1,309,７００株（消却前の発行済株式総数
の2.03％）

消却後の発行済
株式総数

63,000,000株

自己株式の消却（202６年５月１２日公表）

 配当（案）に加えて、200万株、５０億円規模の自己株式取得を実施

 保有する自己株式を消却することで、将来の希薄化懸念の解消と流通株式比率の改善を図る
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３．今期の見通し
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3 1 前提となる経済・金融環境の認識
今期の見通し

実質成長率：％
変化幅 ：pt

2025年
2026年
見通し

2027年
見通し

世界 3.4 3.1（ 0.2） 3.2（  ）

日本 1.2 0.7（   ） 0.6（ ）

米国 2.1 2.3（ 0.1） 2.1（    0.1）

ユーロ圏 1.4 1.1（ 0.2） 1.2（   0.2）

中国 5.0 4.4（ 0.1） 4.0（  ）

出所：国際通貨基金「IMF世界経済見通し(2026年4月)」

※（ ）内は2026年1月時点からの変化幅。 は上方修正、—は据え置き、 は下方修正

実質成長率：％
変化幅 ：pt

出所：日本銀行「I経済・物価情勢の展望(2026年4月)」

※（ ）内は2026年1月時点からの変化幅。 は上方修正、—は据え置き、 は下方修正

２０２５年度
2026年度

見通し
2027年度

見通し

実質GDP 1.0（  　 0.1） 0.5（  　  0.5） 0.7（   　 0.1）

消費者物価（除く生鮮食品） 2.7（　　　   ） 2.8（  　  0.9） 2.3（ 　　0.3 ）

2026 年度については、中東情勢の影響を受けた原油価格上昇が、
交易条件の悪化などを通じて企業収益や家計の実質所得に対する
下押し要因となることから、成長ペースは減速見通し

中東における戦争の勃発という大きな試練に直面しており、紛争
の期間と範囲が限定的なものにとどまるという仮定の下、世界経
済の成長率は2026年に3.1%へ、2027年に3.2%へ減速すると予測

✓世界経済・日本経済の見通しとも中東情勢の影響を受けて見通しを下方修正
✓日中関係は台湾問題や安全保障を巡る対立により膠着状態

→ 中東情勢、日中関係の悪化はいずれも長期化が懸念される

経済・金融市場の不確実性は極めて高いと認識

対前年比、％

IMF 世界経済見通し 日本銀行 日本経済の見通し
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3 2 見通しの前提
今期の見通し

 積極的なリスクテイクで地元中心に法人・個人を支援する

 当行の強みである法個人へのコンサルティングを伸ばし、本業収益のウエイトを高めていく

最終利益
１３０億円

安定した有価証券収益 ＋ 有価証券含み益の活用

預貸収益 … 貸出金利息収入改善による増加
 （ボリューム＋利回り）

役務収益 … コンサルティング収入の拡大継続
  新ＮＩＳＡ推進の継続

■貸出金利息の改善を上回る預金利息の増加
■じゅうだん会共同版システム移行に向けた一時費用増加
■人的資本投資(賃上げ、スキルアップ・リスキリング支援）
■生成ＡＩ利活用
■物価上昇に伴う経費増

今年度の収益見通し 今年度の費用（投資）見通し

セグメント別 貸出金 預 金 有価証券

ボリューム
● 中小企業、個人中心に積極的に支援
● 都市圏も引き続き補完的に増強

● 法人・個人・地方公共団体積み上げ
● 個人は、家族全体の世帯取引に注力

● ポートフォリオの機動的入替
● ボリューム維持（微増）

利回り ● 政策金利引き上げによるプラス効果 ● 支払利息が先行して増加
● 利息配当金増による利回りの
 更なる上昇

想定する

アセット運営
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3 3 2027年3月期 業績予想
今期の見通し

経常利益 5,233 6,326 9,223 18,959 20,989 18,000

親会社に帰属する当期純利益 3,486 4,203 5,284 13,354 15,055 13,000

１株当たり当期純利益 52円33銭 65円40銭 83円02銭 208円95銭 238円８８銭 212円83銭

経常利益 4,794 5,921 8,887 19,228 20,306 18,000

当期純利益 3,375 4,106 5,204 13,951 14,786 13,000

１株当たり当期純利益 50円66銭 63円89銭 81円78銭 218円29銭 234円59銭 212円83銭

2025年3月期
実績

2025年3月期
実績

2027年3月期
通期予想 2026/３期比

増減率（％）

△ 11.4

△ 12.1

―

2027年3月期
通期予想 2026/３期比

増減率（％）

△ 14.2

△ 13.7

―

単　体
（金額単位：百万円）

2022年3月期
実績

2023年3月期
実績

2024年3月期
実績

2026年3月期
実績

連　結
（金額単位：百万円）

2022年3月期
実績

2023年3月期
実績

2024年3月期
実績

2026年3月期
実績

 金利上昇を捉え、資金利益は増加を見込む一方、費用は将来の基幹系システム更新に向けた検討・準備、生成ＡＩ関連等、

  成長投資分野への積極的な投資の実施により増加を見込む

 結果として今期の最終利益は高水準ながら若干の減益見通し
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3 4

今期の見通し

項 目 202２年度 202３年度 202４年度 202５年度 202６年度

連結当期純利益(百万円） 4，203 ５，２８４ １３，３５４ １５，０５５ １３，０００

配当金総額（百万円） １，２７９ １，５８８ ２，１６７ ５，２７９

中間配当（円 銭） ８.00 １２.00
普通配当 １２.00
記念配当 ３.00

２８.00 37.50

期末配当（円 銭） １２.00 １３.00 １９.00 ５６.00 37.50

年間配当（円 銭） ２０.00 ２５.００ ３４.00 ８４.00 ７５.00

連結配当性向（％） ３０.６ 30.１ １６.３ ３５.２ 35.2

 年間配当については、配当性向35％以上の配当方針に従い、75円（中間・期末ともに37円50銭）を予定

株主還元方針を遵守した
利益還元を図る

各期の株主還元策 2025年4月 
株主還元方針の変更を実施

期中2度にわたり配当予想
を上方修正（増配）

好調な決算内容を受け、期
末配当を更に6円増配予定

 

2度にわたり
配当予想を上方修
正（増配）

2022年4月
株主還元方針を策
定

２０２７年３月期 配当予想

好調な決算内容を
受け、期末配当を
４円増配

 自己株式 10億円取得
自己株式
10億円取得

自己株式5億円
取得＋消却

5０億円規模の自己株式
取得＋消却
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４．長期ビジョンのアップデート
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4 1 アップデートのサマリー
長期ビジョンのアップデート

２nd STAGE（2026～2032年度)
◼成長投資によりグループとして提供
するサービスの幅を広げることで
コンサルティング機能を増強する

地域経済への更なる貢献

コンサルティング機能の
増強

成長投資への取り組み

◼強みである『財務の健全性』と
『積極的な有価証券運用』を活かし
資本と収益を成長投資に投下していく

1 2

3

当地における
存在価値の向上

◼ 『お客さまファースト』の方針のもと、地域経済の持続的な成長に向けた支援を一層加速させることで、当地における

存在価値を高めていく

財務の健全性 積極的な有価証券運用リスク管理の高度化

計数目標
前倒しの
達成

地域金融力
強化プラン

金利のある
世界

じゅうだん
会への移行

地域人口
の減少

後継者
不足 デジタル化

の進展

持続可能
な社会

人材人手
不足

原材料高 売上受注
不振 人件費

高騰

中小企業動向調査から見えるお取引先の課題

お客さまファースト

外
部
・
内
部
環
境

社
会
環
境
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人口減少と
少子高齢化

自然災害の
頻発化・激甚化

イノベーションの
深化・グローバル化

担い手の多様化

価値観の多様化

地域課題の解決

当行グループの成長に資する投資地域経済に資する投資

●グループ提供サービスの多角化・幅の拡大

●業務改革の実現、じゅうだん会への移行●地域課題の解決に資する遊休不動産の利活用

成長投資を
持続的に実行する

体制整備

成長投資
ワーキンググループ

◼ 地域課題の解決に向け、資本と収益を地域経済の持続的な成長および組織の強化へ積極的に投下する

P D

CA

インオーガニック投資

自治体・大学等
産官学の連携

成長投資実行委員会

成長投資企画委員会

システム投資

コンサルティング機能の増強

処遇：報酬/評価

成長：成長機会の創出

環境：職場環境/DE&I

人財ポートフォリオ
の最適化

職員の
エンゲージメント向上

能力デザイン：
知識・技能・資質の強化

配置デザイン：
役割・体制・リソースの最適化

納得感のある評価により
エンゲージメントを向上

事業戦略に合わせて
人財を最適配置

人的資本投資

●人的資本投資を通じて組織として高い付加価値
を生み出す人財を育成

地域金融力の発揮

2026年度～2025年10月～

地域経済の持続的な成長

●地域特有の課題に対する
地方創生ファンドへの出資
等を通じた資金支援

●地域の新たな事業・雇用創出
に対する能動的な関与
(南砺データセンター事業への出資)

●官民連携のまちづくりへの参画

お客さまの持続的な成長

●ビジネスステージに適した
変革・成長投資への支援

成長投資

お取引先を取り巻く諸課題

遊休施設・店舗の利活用

地域活性化への投資

4 2 成長投資への取り組み
長期ビジョンのアップデート
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4 3 計数目標のアップデート
長期ビジョンのアップデート

◼ 地域経済への更なる貢献の結果として、一層の企業価値向上と収益増強の実現を目指す

資産規模

利益水準

株主資本ROE

コアOHR

自己資本比率

１st STAGE
（2023～2027年度・単体）

—

60億円程度

6％

60％未満

10％

2兆円

80億円以上

—

—

—

２nd STAGE
（2028～2032年度・単体）

当 初

1.7兆円

150億円

51.65％

12.30%

2025年度
（連結）

資産規模

利益水準

株主資本ROE

コアOHR

自己資本比率

2兆円

160億円以上(※)

10％
(純資産ROE 8%)

60％未満

10％

実 績アップデート後

人財

チャネル

資本運営

—

—

—

質量双方の強化
エンゲージメント強化

対面と同様の
非対面サービスの提供
戦略的な店舗展開

地銀上位クラスのPBR

—

—

—

人財

チャネル

資本運営

リアル・デジタルチャ
ネルのシームレスな
サービス提供

地銀上位クラスのPBR

計
数
目
標

そ
の
他
の
目
指
す
姿

12.26%
(純資産ROE 8.57％)

人財ポートフォリオの最適化
職員のエンゲージメント向上

２nd STAGE
（2026～2032年度・連結）

(※)アップデート後の利益水準 ： 1st STAGEで積み上げた自己資本と積極的な有価証券運用の収益を成長投資へ投下することで、提供サービスの深度・幅の拡大を図る。更なる 『お客さま

   ファースト』の実践を通じ、本業収益の増強と収益構造の変革を目指す。
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５．PBRの向上に向けて
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5 1 資本運営の基本方針
PBRの向上に向けて

最適な
資本水準

10％

・追加の株主還元
・リスクアセットの拡大・利活用
・更なる成長投資

余裕のある自己資本運営
・成長投資
・機動的な自己株買い

株主還元
成長投資

健全性

スタンス 戦 略

最適な資本水準の考え方

ｘ
①銀行に求められる高い健全性、リスクテイク余力を残した資本運営
②資本収益性を意識した事業運営と戦略的成長投資により利益の向
上を図り、2032年度までに株主資本ROE10％を目指す

③余剰資金は積極的に株主還元。常に最適な資本水準を意識

自己資本比率

26/3月期
 １2.3０％

33/3月期
 10％程度

長期ビジョン
2nd STAGE

店舗投資 人材投資 DX投資

グループ総合力の向上に向けた取組

明確な株主還元方針に
基づき積極的に株主還元

地域銀行として企業価値の
向上と地域の好循環を

生み出し地域の発展に貢献

最適な
資本水準の

実現

成長投資 株主還元

資本運営の基本方針

3つのバランスを意識

（バーセルⅢ最終化適用時）

■お客さまファーストの実践を通じて企業価値を高め、「お客さま」
「地域」 「株主」「役職員」の満足度を高める

企業価値の
向上

全てのステークホルダーの

利益のために

株 主

・資本の積み上げ
・株主還元方針の見直し

全てのステークホルダーの利益のために

お客さま

役職員

地  域

事業の選択と集中を含め、
10年後を見据え、弛まなく

成長投資の種を植える



29Copyright Ⓒ 2026 FIRST BANK OF TOYAMA, All Rights Reserved.

5 2 企業価値向上に向けた取組み
PBRの向上に向けて

ROE・PBRの

 推移

 株主資本ROEは、金融市場環境の好転による有価証券売却益の増加といった一時的要因もあって、２年連続で

 10％超え
 日本銀行の「金利のある世界」への政策転換により、当行株を含め銀行株は上昇

早期にＰＢＲ1.0倍に到達できるよう、利益を積極的に成長投資に繋げ、安定的な収益力の向上と株価への反映を
目指していく

0.43 倍
0.38 倍

0.28 倍

0.21 倍 0.23 倍 0.22 倍

0.39 倍 0.42 倍

0.51 倍

0.96 倍

1.00 倍
6.93%

6.30%

4.03%

2.41%

2.44%

3.66%
4.33%

5.34%

13.20%

12.26%

10.00%

-2.00

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 2026/3 2033/3

PBR 株主資本ROE

長期ビジョン
2nd STAGE

資本コストや株価を意識
した経営の実現に向けた
取組み強化

早期に１.0倍を目指す

CAPMによる

当行算定値 当行の資本コストはCAPMや株式益利回りを勘案し８％程度と推計

資本コストの推計
株主資本コストの現状認識

株主資本コスト ８％程度
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5 2 企業価値向上に向けた取組み
PBRの向上に向けて

経営資源の適切な配分を実現し、継続的に資本コストを上回る資本収益性の達成を目指す
 「リスクテイク余力のある最適な資本水準」「戦略的な成長投資」「株主還元」のバランスを踏まえた取り組み

により、企業価値向上と収益増強を実現し、2032年度までに株主資本ＲＯＥ１０％到達を目指す
    非財務面への取り組み充実と情報開示の拡充を進め、企業価値向上を目指す

将来的には地方銀行上位クラスのＰＢＲの達成を目指す
株式持ち合い解消を進め、地方銀行として地元株主の増加や個人株主の拡大を目指し、地域の
お客さまとともに発展→地域での好循環に貢献する

PBR向上

 に向けて

安定的な経営基盤の確立
10年後を見据えた成長分野への積極的な投資

株主・投資家との対話に
おける質・量の充実

サステナビリティ
経営の高度化

アセットアロケーション
の最適化

ROE向上

株主資本
コスト
引下げ

市場評価を高める
IR活動の充実

収益性の向上

最適な資本水準
の実現

トップラインの向上

コストコントロール

資本の最適配分

株主還元

DXや生成AIなどによる業務効率化

ROEを意識した事業運営の定着
一方で地域の発展に寄与する低収益な取組みも地銀の役割
収益性と健全性のバランス最適化

地域金融機関としてリスクテイク余力のある必要資本の確保
グループ一体運営を含めた資本収益性重視の事業展開を継続

資本・業績の状態を勘案した株主還元姿勢の明確化
配当性向35％以上、機動的な自己株式取得の継続

人的資本経営に向けた人材戦略のさらなる強化
気候変動への対応・脱炭素戦略の取組み継続

株主への積極的な情報発信の継続、株主・投資家との対話の経営への反映
損保持ち合い解消への対応、地元や個人株主の裾野拡大

成長期待醸成
事業リスク軽減

非財務戦略への
取組み・開示の充実

PBRの改善
(企業価値の向上)

地域での好循環
に貢献

➢  当行は地方銀行として、この地域のお客さまへの預貸業務やコンサルティング業務などを通して、共に業績の向上を目指す
➢  北陸3県で個人株主の4割強を占める地元中心の株主構成。当行株式を長期安定的に保有していただける地元株主の拡大を図る

業績の向上、積極的な株主還元により、地方銀行として地域の好循環への役割を果たす

リスクアセットの積上げ、コアビジネスの強化
コンサルティング機能の深化による役務収益拡大
グループ全体としての新たな収益源の確保



損害保険会社

信託銀行

金融商品取引業者

生命保険会社

銀行

一般法人

個人等

外国法人等

自己名義株式

政策保有株式削減・ＴＯＰＩＸ改革を踏まえた対応5 3

PBRの向上に向けて

 機関投資家等の政策保有株式削減に向けた動きに前倒しで対応し、早期完了に目途

 個人株主の増加を意識した施策に取り組むことで、新TOPIX基準への対応にも配慮

➢ 当行ファンを増やす取り組みを継続

➢ 損保保有の170万株は、自己株式取得により

対応済

➢ 機動的な自己株式取得の検討

新TOPIX改革

⇒ ２０２６年3月末現在、新TOPIXの基準は十分クリア

所有者別株式数（2026年3月期）

6,43０万株

（発行済株式総数）

17０万株（前年比▲97万株）

対応済
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➢ 証券会社を活用した売却
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5 4 当行保有の政策保有株式
PBRの向上に向けて

◼ 上場株式は、取引先との「取引関係の維持・拡大効果」のほか、「双方の継続的・中長期的な企業価値の維持・向上」、

 「それらを通じた地域経済への貢献」、「株式全体の収益性」等を総合的に勘案し、保有の妥当性を検証

◼ 【2026/3末】4.83％（15銘柄、前年比▲２銘柄） 保有区分の明確化後も政策保有株式は純資産の10％以内

 ベア・賞与・RSインセンティブ向上を含めて
 2024年３月、政策保有株式の保有方針を明確化。毎年の検証により、保有の妥当性が認められないと判断する

銘柄は順次、縮減方針

 取締役会関与のもと、純投資株式を含め、適切に議決権を行使

保有基準を明確化１

保有株式について適切に議決権を行使２

◼ 保有先の経営方針やガバナンス、財務状況など適切な判断基準に基づき議決権を行使

◼ 発行体の企業価値等に大きな影響を及ぼし得る議案については、必要に応じ対話を実施

◼ 政策保有株式に加え、純投資株式を含む保有株式全銘柄について、適切に議決権を行使

適切な情報開示３

◼ 保有区分を変更（政策保有株式  純投資株式、 純投資株式  政策保有株式）した銘柄は、改正内閣府令に従い、

適切な情報開示を実施
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1,000
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3,000

3,500

4,000

4,500

円
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（株価指数）

TOPIX17（銀行）指数

（指数を10倍で表示）

当行株価

（右軸：円）
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5 5 当行株価の推移
PBRの向上に向けて

当行株価・TOPIXの推移（2022.12.30～2026.４.30）出所：QUICK（一部当行にて加工）

SVBの破綻
（2023/3/10）

自己株式取得
の開示

（2023/4/28）

日銀植田総裁
就任

（2023/4/9）

自己株式の取得期間
（2023/5/11～2023/11/２９）

日経平均株価
4万円台

（202４/3/4）
日銀マイナス

金利解除
（2024/3/19）

日経平均株価
急落

（2024/8/5）

増配･自己株式
取得の開示
（202５/３/28） 自己株式の取得期間

（202５/４/1～202５/９/２２）

業績予想・配当予想
修正の開示

（202５/9/2９）

日経平均株価
５万円台

（202５/10/２７）

上場来最高値
2,８９９円

（202６/2/1２）

日経平均株価
６万円台

（202６/４/２７）
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６．主な施策の取組み
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6 1 コンサルティング業務の充実
主な施策の取組み

お客様の課題

リテール部

コンサルティングチーム

＜支援メニューの一例＞

資産承継等の総資産コンサルティング

ライフプランシミュレーション起点の提案

非金融サービスの紹介

（相続関連支援、専門家、見守りサービス等）

コンサル起点案件の紹介

住宅ローン利用時等の保険見直し提案

キャッシュレス決済（DCカード）の提案 等

法人事業部

コンサルティングチーム

＜支援メニューの一例＞

経営（改善）計画策定

事業再生

事業承継、Ｍ＆Ａ、事業連携

財務戦略

原価・収益管理

新事業開発支援

設備投資支援

サステナ経営・サステナファイナンス

DX・IT活用、業務効率化

人的資本経営・人材戦略、人材紹介

富山ファースト･ディーシー
クレジットカード

信用保証業務等

富山ファイナンス

金銭の貸付業務
有価証券投資業務等

富山ファースト･リース

リース業務等

富山ファースト・ビジネス

銀行業務代行

ファーストバンク･

キャピタルパートナーズ
投資事業有限責任組合
の運営及び管理業務等

ファーストバンク
グループ

コンサル起点案件の紹介

設備投資計画時のリース紹介
事業承継・M＆A
決済電子化 等

 お客様が成長（事業付加価値や個人資産の増加）されること

を最大の目的に、お客様の視点に立ち、銀行（法人、リテール）

のコンサルティングチームと関連会社が連携し、ファーストバ

ンクグループ一体となったサービスを提供

法人代表者個人資産の相談連携
社員の資産形成の支援

（            ）

（  ）
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6 2 有価証券運用の実績
主な施策の取組み

その他保有有価証券簿価残高 推移
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2.06

2.11
2.01

1.90
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有価証券利息配当金・利回り 推移
利息配当

投信解約益

有価証券利回り（右軸）

（百万円） （％）

国債

6.3%

地方債 3.3%

その他円

建債券

14.6%

株式

24.8%外国証券

19.7%

受益証券他

31.3%

合計
4,121億円

国債

29.3%

地方債 

0.2%

その他円建債券

0.8%

株式  

23.2%

外国証券 

18.0%

受益証券他 

28.5%

合計
4,308億円

2025年3月末 202６年3月末

 市場環境に応じたポートフォリオの見直しを行い、有価証

券利回りは3％台に上昇

 機動的な銘柄の入替等によって評価損益は高水準を維持
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合計

(億円)
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6 3 チャネル戦略
主な施策の取組み

リアルチャネル戦略
お客さまニーズやデジタル化の浸透度合いに応じたリアルチャネルの最適化

営業店舗は事務の拠点からコンサルの拠点へ

1.営業店施策

お客さま接点が多様化し、店舗の役割が変化

店舗拠点

店舗数66カ店 拠点数 52ヵ所
当面、店舗拠点は維持方針

ポイント

• お客さまの利便性×営業方針×30年後の将来像を想定し移転・建替え等の店舗

投資計画を実行していく

• 時間✕機能✕場所による軽量型店舗や次世代型店舗の展開

• デジタルの浸透による店舗の役割を考慮

店舗は事務の拠点から相談業務中心のコンサルの拠点へ変革

2.ATM戦略

自行ATMは必要最低限を維持しつつ、顧客利便性の向上のため

提携ATMとの協業を拡大＝ATM網を充実化

自行ATM

提携ATM(無料提携)

富山第一銀行 ATM

セブン銀行ATM ゆうちょ銀行 ATM
2022年4月より NEW! 2026年3月より

・セブン銀行ATM・ゆうちょ銀行ATMが回数制限なく利用手数料無料

・全国各地のセブン銀行ATM・ゆうちょ銀行ATMが自行ATM同様にご利用可能

イーネットATM ローソン銀行ATM イオン銀行ATM

今後も、お客さまの利便性向上を最優先に

• 提携ATMを活用し身近な金融インフラとして生活導線に沿ったATMアクセス

を確保していく

• 自行ATMもお客さまの利用状況に応じて、今後増設も検討

提携ATM
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6 4 じゅうだん会参加に向けた検討状況とその狙い
主な施策の取組み

 2025年11月、次期基幹系システム「じゅうだん会」共同版システムへの移行方針を公表、2030年内の移行を予定
 2026年10月末までの正式契約締結に向け、関係各社とリスク・コストを見極めた事前検討を継続実施中
 「じゅうだん会」参画を通じ、経営基盤の安定化と将来の収益力向上を両立し、中長期的な企業価値向上を目指す

コストを最小限に抑えつつ、顧客利便性を上 金利のみに依存しない顧客の動機づくりと顧客利便性向上 効率的な人員リソース→業務改革の推進

「じゅうだん会」とは

➢ 八十二長野銀行が開発する銀行の基幹系システムを共
同利用する地方銀行の枠組み

➢ 現在の参加行は山形銀行、筑波銀行、武蔵野銀行、八十
二長野銀行、阿波銀行、宮崎銀行、琉球銀行の7行

➢ システム共同化にとどまらず、業務プロセスや事務処理手順の統一化を進め
ている 業務効率化・標準化による地域金融機関としての競争力の維持・
強化

➢ 更に 「TSUBASA・じゅうだん会共同研究会」などの枠組みを通じて、サイ
バーセキュリティやデジタル先端技術への対応力を強化し、レジリエンスある
経営基盤を構築する

×
➢ システム開発能力拡大・迅速化

➢ コスト効率化と人材の戦略的
再配置による他分野への活用

➢ セキュリティ、災対システムの
高度化

＝
➢ 銀行主導の商品・サービスの

企画・開発

➢ 共同利用行の知見・ノウハウ
共有によるサービス高度化

➢ 戦略・非戦略分野における
共同利用行との協働

✓ 金融環境、顧客ニーズに即した

持続的なサービスの提供

✓ 地域金融機関としての長期的

な競争力向上

共同化メリット じゅうだん会の強み 持続性＋競争優位性
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6 5 DX、生成AIの活用による業務改革
主な施策の取組み

行内のデジタル化は業務効率化から、DXによる生産性向上と付加価値の提供フェーズへ

生成AIの利活用や新しいデジタル技術は

営業の品質向上や業務効率化の原動力へ

生成AIの活用

各種ITツールで

商品サービスを

WEB完結化

名刺管理システム

で人脈を可視化・

データベース化

モバイルパソコン

やスマートフォン

内線化で働き方に

も変化

グループウェア

で行内業務を効

率化

ワークフロー申請

・Webデータベース

→ペーパーレス化が

加速

お客さまの利便性、競争力と成長力を高めるため

組織的にDX推進に取り組む

AIを活用した

マーケティング

ツールの導入

データドリブン

思考の定着

生成AIの利活用の

高度化

業務への組み込み

の範囲を拡大

データベース構築

今後は、顧客体験

の向上・新しい商品・

サービスのご提供に

つなげていく
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6 6 サステナビリティ面の取組み
主な施策の取組み

 2022年に公表した「サステナビリティ方針」に基づき、持続可能な社会・環境の実現に向けた施策を展開

 サステナビリティを巡る諸課題への取り組みを強化し、各ステークホルダーの期待に応えるとともに、中長期的な企業
価値の向上を目指す

CO₂排出量削減に向けた取り組み

☞ 2025年度実績 2013年度比▲48.9％
（目標：2030年度 同比▲50.0％削減）

☞ オフサイトPPA稼働に伴う脱炭素化への加速
☞ Scope３（投融資：カテゴリー15）の算定開始

当行の脱炭素への取り組み

ビジネスステージに応じた最適なサステナビリティ経営支援を実施
☞ SDGs宣言策定、DX支援、人材紹介、事業承継 など
☞ サステナブルファイナンスの支援 など

お客さまの脱炭素等への取り組み支援

長期ビジョン「ファーストバンクVISION10」との連動
☞ 「ファーストバンクVISON10」のバリューアップ戦略に基づき、銀行と

 職員が『4つのバリュー』を共有
☞ 全行員のスキルアップを目指した資格取得や社会貢献活動等の奨励、 

各種セミナーや行外研修への参加・外部出向により、能力向上を図る
☞ 物価上昇に対応した全職員への賃上げや初任給の引上げを実施

人的資本経営への取り組み

年度毎のCO₂排出量の推移（単位：ｔ）

① 当行の脱炭素化へ向けた施策へのさらなる取り組み
② お客さまのサステナビリティ経営に寄り添ったコンサル

ティングの提供
③ 人材戦略における「人財ポートフォリオの最適化」と「エン

ゲージメント向上」の実現

今後の課題
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6 7 人材育成、人事制度改革
主な施策の取組み

人材育成 人事制度改革
全職員が積極的・能動的に学び、技術・知識の向上を通じて、

自ら考え、挑戦できる人材の育成を目指す

技術・知識向上 マネジメント力向上 キャリア形成

自律的キャリア形成・自己啓発支援

本部各部の専門的研修及

び行外研修による技術・

知能の更なる向上を図る

実戦形式を含む選抜研修

によりリーダーとしての

資質向上を図る

研修や自己啓発支援を通

じ、自律的なキャリア形成

への働きかけを行う

◼ 階層別研修

◼ テーマ別研修

◼ 行外研修

◼ 育成選抜研修

◼ 女性リーダー育成研修

◼ 行外研修

◼ キャリア・デザイン研修

◼ 行外研修

人的資本投資の強化

経営理念

経営戦略
「ファーストバンクVISION10」

施策 ①

エンゲージメント向上

施策 ②

人財ポートフォリオ最適化

人事戦略

内部環境

年齢構成
賃金上昇

組織体制の変化

当行の課題

賃金のミスマッチ
多様な力が活きる組織づくり（キャリア・女性）

知識の高度化

目指す人財像

人事制度改革

外部環境

人手不足
物価上昇
女性活躍

顧客要望の変化

解決

実現

課題の解決と経営戦略の実現に向けて人事制度改革を進める

目指す人財を再現性を持って輩
出し、具体的施策を実行していけ
るよう人事制度をリデザイン

重点項目

資格支援制度の充実 若年層のスキルアップ
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6 8

主な施策の取組み

STAGE 目的 指標
2025年
3月末

2026年
3月末

2028年
3月末

企業の成長
人的資本投資を行い、
お客さまへの提案力を図っています

ライフプランシミュレーション
登録者累計数/人

95件 118件 150件

法人コンサルティング手数料/人 3.0百万円 4.3百万円 6.5百万円

個人の成長
個人の成長を促すため、
どれだけの人的投資を行ったかを図っています

人財育成投資額/人 70,200円 71,900円 増加

人財育成研修時間/人 15.6時間 24.7時間 増加

エンゲージメント
エンゲージメントサーベイの結果および女性が活
躍できている環境かを図っています

エンゲージメントスコア（点） ― 3.92 4.10

女性管理職比率 12.0% 12.3% 15.0％

ネクスト女性管理職比率 25.2% 28.1% 30.0％

男女の賃金差異（正規労働者） 66.9% 69.9% 71.0％

職場環境 多様な働き方が可能であるかを図っています
平均時間外労働（時間） 7:29 8:11 7:00

男性の育児休暇取得率 100％ 100％ 100％

身心の健康
身心の健康を図ることができる職場であるか
を図っています

有給休暇取得日数/人 14.1日 14.1日 16日

総合健康リスク度（点） 90 88 減少

※ ライフプランシミュレーション登録者数：「ライフプランシミュレーションを登録していただいたお客様」／「リテール担当行員数」で算出しております。
※ 法人コンサルティング手数料：「法人のお取引先に対してコンサルティングを実施した際の手数料額」／「法人担当行員数」で算出しております。なお、法人コンサルティング手数料の額において、法人のお客様への金融商品等の販売にかかる手数料は

除外してあります。
※ 人財育成投資額：「研修費（教材費・検定補助金を含む）」／「行員の期中平均人数」で算出しております。
※ 女性管理職比率：管理職とは指導的地位にある「課長級」以上の役職にある従業員数で算出しております。
※ ネクスト女性管理職比率：管理職より下の役職でかつ部店内における数人の部下を取りまとめる役職にある従業員数で算出しております。
※ 平均時間外労働：1か月あたり8時間を超えた時間外労働の平均となります。
※ 「男性の育児休業取得率」：「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成３年労働

省令第25号）第71条の４第２号における育児休業等及び育児目的休暇の取得割合を算出しております。計算式の分母を「配偶者が事業年度内に出産した男性労働者の人数」としております。なお、事業年度を跨いで育児休業等及び育児目的休暇を
取得した場合で、育児休業取得率が100％を超えた場合は100%と記載しております。2028年３月目標は、当該事業年度内の対象者全員が取得することを目指し100％としております。

※ グループ全体で主要な事業を営む銀行単体と比較し、連結グループ企業の規模・人員数に大きな開きがあることから、「指標と目標」は銀行単体での計数としております。

人的資本経営に関するKPI
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